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千円 千円 千円

1 23,859,200 23,657,700 201,500

2 2 2 0

3 276 276 0

4 53,463 2,094 51,369

5 98,592,634 97,777,950 814,684

6 1 0 1

7 17,236,921 15,290,921 1,946,000

8 1 600,000 △599,999

9 228,502 252,057 △23,555

139,971,000 137,581,000 2,390,000

国　保 1　

        歳　　 　入　　　 合　 　　計

財 産 収 入

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

国 民 健 康 保 険 料 収 入

一 部 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金

府 支 出 金

１　歳 入 歳 出 予 算 事 項 別 明 細 書

　(1)　総　　　括

　　　　　(歳　　入)

款 本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額 比 較 増 △ 減



千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

1 139,971,000 137,581,000 2,390,000 98,646,097 0 41,324,903 0

139,971,000 137,581,000 2,390,000 98,646,097 0 41,324,903 0
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　　　　　(歳　　出)

款 本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額 比 較 増 △ 減
本  年  度  予  算  額  の  財  源  内  訳

特 定 財 源
一 般 財 源

国 府 支 出 金 市 債 そ の 他

国民健康保険費

歳 出 合 計



千円 千円 千円 千円 千円 千円

1 国民健康保険料収 23,859,200 23,657,700 201,500
入

1 国民健康保険料 23,859,200 23,657,700 201,500
収入

1 一般国民健康保 23,858,899 23,656,999 201,900 1 医療給付費分現 15,547,000 一般被保険者数 283,000人
険料収入 年分 徴収率 95.7%

2 後期高齢者支援 5,542,000
金分現年分

3 介護納付金分現 1,933,999
年分

4 医療給付費分滞 546,000
納繰越分

5 後期高齢者支援 200,000
金分滞納繰越分

6 介護納付金分滞 89,900
納繰越分

2 退職者等国民健 301 701 △400 1 医療給付費分現 1
康保険料収入 年分

2 後期高齢者支援 1
金分現年分

3 介護納付金分現 1
年分

　(2)　歳　　　入

款　　　　　項 目 本年度予算額 前年度予算額 比 較 増△減
節

説 明
区 分 金 額 附 記
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千円 千円 千円 千円 千円 千円

4 医療給付費分滞 149
納繰越分

5 後期高齢者支援 49
金分滞納繰越分

6 介護納付金分滞 100
納繰越分

2 2 2 0

1 一 部 負 担 金 2 2 0

1 一 部 負 担 金 2 2 0 1 一般一部負担金 1

2 退職者等一部負 1
担金

3 276 276 0

1 手 数 料 276 276 0

1 国民健康保険手 276 276 0 1 国民健康保険手 276 区役所証明手数料
数料 数料

4 53,463 2,094 51,369

1 国 庫 補 助 金 53,463 2,094 51,369

1 国民健康保険費 53,463 2,094 51,369 1 保険給付費補助 53,463 1 健康増進事業補助金 1,870
補助金 金 　　　　1/3

2 デジタル基盤改革支援補助金 49,343
　　　　10/10
3 社会保障・税番号制度システム整備費補助金
　　　　10/10 2,250

使用料及び手数料

款　　　　　項 目 本年度予算額 前年度予算額 説 明
区 分 金 額 附 記

一 部 負 担 金

比 較 増△減
節
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国 庫 支 出 金



千円 千円 千円 千円 千円 千円

5 98,592,634 97,777,950 814,684

1 府 補 助 金 98,592,634 97,777,950 814,684

1 保険給付費等交 98,592,634 97,777,950 814,684 1 保険給付費等交 98,592,634
付金 付金

6 1 0 1

1 財産 運用 収 入 1 0 1

1 基金 運用 収入 1 0 1 1 国民健康保険事 1
業基金収入

7 17,236,921 15,290,921 1,946,000

1 一般会計繰入金 15,396,921 15,290,921 106,000

1 国民健康保険費 15,396,921 15,290,921 106,000 1 保険給付費等繰 6,408,921
繰入金 入

2 保険基盤安定繰 8,988,000
入

2 基 金 繰 入 金 1,840,000 0 1,840,000

1 基 金 繰 入 金 1,840,000 0 1,840,000 1 国民健康保険事 1,840,000
業基金繰入

府 支 出 金

款　　　　　項 目 本年度予算額 前年度予算額 比 較 増△減
節

説 明
区 分 金 額 附 記

財 産 収 入

繰 入 金

国　保 5　



千円 千円 千円 千円 千円 千円

8 1 600,000 △599,999

1 繰 越 金 1 600,000 △599,999

1 繰 越 金 1 600,000 △599,999 1 前年 度繰 越金 1

9 228,502 252,057 △23,555

1 雑 入 228,502 252,057 △23,555

1 過 年 度 収 入 2,500 2,500 0 1 一般諸収入過年 2,400
度収入

2 退職者等諸収入 99
過年度収入

3 その他過年度収 1
入

2 雑 入 226,002 249,557 △23,555 1 一般延滞金収入 43,800

2 退職者等延滞金 200
収入

3 過 料 1

4 滞 納 処 分 費 1

5 保 険 料 収 入 1,000

6 一般第三者納付 148,121
金

7 退職者等第三者 77
納付金

8 一 般 返 納 金 32,300
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繰 越 金

比 較 増△減
節

諸 収 入

款　　　　　項 目 本年度予算額 前年度予算額 説 明
区 分 金 額 附 記



千円 千円 千円 千円 千円 千円

9 退職者等返納金 500

10 物品 売払 収入 1

11 雑 入 1

139,971,000 137,581,000 2,390,000

附 記

歳 入 合 計
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款　　　　　項 目 本年度予算額 前年度予算額 比 較 増△減
節

説 明
区 分 金 額



千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

1 国民健康保険 139,971,000 137,581,000 2,390,000 98,646,097 0 41,324,903 0
費

1 事 務 費 3,560,722 3,810,058 △249,336 352,603 0 3,208,119 0

国庫補助金 手数料 276
1 事 務 費 3,214,947 3,428,031 △213,084 51,593 1 報 酬 228,683 (1)給与費 2,008,884

一部負担金 1 　 228人　短時間勤務92人
府補助金 2 給 料 875,951 (2)国民健康保険団体連合会分担

301,010 一般会計繰入 　 金 141,437
金 3,161,739 3 職員手当等 567,498 1 扶養手当 (3)保険料還付金及び還付加算金

15,981 　 130,000
雑入 46,103 (4)その他事務費 934,626

2 地域手当
88,197

3 時間外勤務
手当 22,533

6 期末勤勉手
当 389,788

7 通勤手当
30,365

8 住居手当
12,488

12 管理職手当
7,586

13 管理職員特
別勤務手当

560
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　(3)　歳　　　出

款 項 目
本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

比 較
増 △ 減

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳　 節
説 明

特 定 財 源
一般財源 区 分 金 額 附 記

国府支出金 市 債 そ の 他



千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

4 共 済 費 336,752 1 職員共済組
合費

281,515

4 職員厚生費
64

7 報 償 費 56

8 旅 費 11,119 1 通勤費
10,912

10 需 用 費 42,062 1 諸費 15

11 役 務 費 295,524 1 通信運搬費
184,681

12 委 託 料 447,705

13 使用料及び 131,108
賃借料

18 負担金補助 148,489 11 国民健康保
及び交付金 険団体連合

会分担金
141,437

22 償還金利子 130,000 11 還付加算金
及び割引料 1,000

2 特別対策事 345,775 382,027 △36,252 1 報 酬 5,584 (1)給与費 9,321
業費 　 1人　短時間勤務2人

2 給 料 1,660 (2)収納率向上特別対策事業費
165,430

3 職員手当等 1,309 2 地域手当 (3)医療費適正化特別対策事業費
166 　 171,024

6 期末勤勉手
当 1,020

7 通勤手当
123

款 項 目
本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

比 較
増 △ 減

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳　 節
説 明

特 定 財 源
一般財源 区 分 金 額 附 記

国府支出金 市 債 そ の 他
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千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

4 共 済 費 1,456

8 旅 費 685 1 通勤費 283

10 需 用 費 1,877 1 諸費 130

11 役 務 費 131,355 1 通信運搬費
92,190

12 委 託 料 169,987

13 使用料及び 31,762
賃借料

18 負担金補助 100
及び交付金

2 保険給付費 136,379,278 133,739,942 2,639,336 98,293,494 0 38,085,784 0

国庫補助金 国民健康保険
1 一般保険給 98,154,000 97,424,000 730,000 1,870 料収入 11 役 務 費 224,000 (1)一般医療給付費 97,474,000
付費 23,829,200  　　療養給付費 84,557,000

府補助金 18 負担金補助 97,930,000  　　高額療養費 12,917,000
98,291,624 一部負担金 1 及び交付金 (2)出産育児一時金 370,000

(3)葬祭費 86,000
財産運用収入 (4)診療報酬審査支払手数料

1 224,000

一般会計繰入
2 退職者等保 3,000 34,000 △31,000 金 12,234,182 18 負担金補助 3,000 退職者等医療給付費
険給付費 及び交付金 　療養給付費

基金繰入金
1,840,000

3 国民健康保 37,138,200 35,167,000 1,971,200 18 負担金補助 37,138,200 (1)医療分 25,520,000
険事業費納 繰越金 1 及び交付金 (2)後期高齢者支援金分
付金 8,147,000

雑入 182,399 (3)介護納付金分 3,471,000
(4)退職者分 200

4 保健事業費 1,084,078 1,114,942 △30,864 1 報 酬 7,704 (1)給与費　短時間勤務7人
7,704
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款 項 目
本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

比 較
増 △ 減

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳　 節
説 明

特 定 財 源
一般財源 区 分 金 額 附 記

国府支出金 市 債 そ の 他



千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

7 報 償 費 1,940 (2)特定健康診査及び特定保健指
　 導等 1,076,374

8 旅 費 904 1 通勤費 504

10 需 用 費 11,147 1 諸費 20

11 役 務 費 39,601 1 通信運搬費
39,496

12 委 託 料 1,016,916

13 使用料及び 3,774
賃借料

17 備品購入費 2,072

18 負担金補助 20
及び交付金

3 公 債 費 1,000 1,000 0 0 0 1,000 0

一般会計繰入
1 利 子 1,000 1,000 0 金 1,000 27 繰 出 金 1,000 一時借入金利子

4 予 備 費 30,000 30,000 0 0 0 30,000 0

国民健康保険
1 予 備 費 30,000 30,000 0 料収入 30,000

款 項 目
本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

比 較
増 △ 減

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳　 節
説 明

特 定 財 源
一般財源 区 分 金 額 附 記

国府支出金 市 債 そ の 他

41,324,903 0

国　保 11　

歳 出 合 計 139,971,000 137,581,000 2,390,000 98,646,097 0



人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

( )

( )

( )

注　（　）内は，短時間勤務職員について外書き。

区　　分

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

前 年 度

比　　較

101

118

△ 17

備                            考

△ 21 0

87,361

88,363 56030,488 12,488

7,607397,670 560

△ 2,323 △ 6,862

390,808

地 域 手 当

22,063

1,002 470
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  一    般    職

  (1)  総    　　括

区      　    分
報      酬

229 241,283 877,611 568,807 1,687,701

共　済　費
給      料 職 員 手 当 計

合   　 計

338,208 2,025,909

給               与               費
職  員  数

２　給　 与 　費　 明 　細 　書

578,550 339,470

期 末 勤 勉
手　　   当

△ 1,910△ 648

7,586

1,688,349

△ 1,262

通 勤 手 当 住 居 手 当 管理職手当
管理職員特
別勤務手当

△ 563

13,051

△ 1,446

31,934

本 　  年     度

14,803 △ 9,743

246,991 862,808

△ 5,708

22,533

2,027,819

時間外勤務
手　　　当

238

職員手当

の 内 訳

△ 9

前     年     度

比     　     較

扶 養 手 当

本 年 度 15,981

18,304

          一般職職員1人当たり給与費の状況

千円

7,054前　　年　　度

区  　      分 1人当たり給与費

本　　年　　度 7,105

注　会計年度任用職員及び臨時的任用職員（常
　　勤の講師等を除く。）は除く。



 (2)  給料及び職員手当の増減額の明細

千円 千円

1 給与改定の状況

前年度 期末手当の引下げ　　　　　　　　0.15月
　    （令和3年12月から適用)

2 平均昇給率　1.5％

1 月 127 人

3
職員数の異動状況

  本年度 人 0 人 190 人

1   前年度 人 0 人 190 人

  増△減 人 0 人 0 人

2 給与減額措置

　実施内容
局長級 △ 6.0 ％

部長級 △ 5.5 ％

給料 課長級 △ 5.0 ％

課長補佐・係長級 △ 3.0 ％

係員（3級及び2級） △ 2.5 ％

※　係員（1級）の職員は減額措置の対象外とする。

実施期間 令和3年4月～令和5年3月
（課長補佐級以下については令和3年7月～令和4年10月）

190

   (職員数)　 (昇給期)
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△ 9,743 △ 12,003 190
0

そ の 他 の 増 △ 減 分 2,260

備                            　                                    考

      現に在職す
      る職員数

　   (その他)  　 (計)

増  減  事  由  別  内  訳

給　　　　料 14,803

そ の 他 の 増 △ 減 分

給与改定に伴う増△減分

1,861

区　  　分

職 員 手 当

12,942

増　△　減　額

給与改定に伴う増△減分

昇給に伴う 増△ 減分

－

(     )(     )



(3)　給料及び職員手当の状況

  ア　平均給料月額，平均給与月額及び平均年齢

円

円

歳

円

円

歳

  イ　初任給

円

円
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令 和 4 年
1 月 1 日 現 在

総合職（大卒） 186,700

一般職（高卒） 150,600

区              分 行　政　職

区              分

令 和 4 年
1 月 1 日 現 在

中 級 18 歳 151,500

上 級 22 歳 186,500

平 均 年 齢 47

平 均 年 齢 48

平均給料月額 351,054

平均給与月額 410,575

平均給料月額

区              分 行　政　職

347,331

令 和 4 年
1 月 1 日 現 在

国       の       制       度

行政職（一）

平均給与月額 420,750
令 和 3 年
1 月 1 日 現 在



   ウ　級別職員数

級

人 ％

8  級 － －

7 〃 － －

6 〃 14 7.4

5 〃 9 4.7

4 〃 23 12.1

3 〃 118 62.1

2 〃 16 8.4

1 〃 10 5.3

計 190 100.0

8  級 － －

7 〃 － －

6 〃 14 7.4

5 〃 7 3.7

4 〃 25 13.1

3 〃 113 59.5

2 〃 14 7.4

1 〃 17 8.9

計 190 100.0
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区　　　分

令 和 3 年
1 月 1 日 現 在

職員数 構成比

行　　　政　　　職

令 和 4 年
1 月 1 日 現 在



   エ　期末勤勉手当

   オ　地域手当

       　支給率　10％（国の指定基準に基づく支給率と同じ）
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月分

前 年 度

国 の 制 度

　注　前年度の（　）内は，令和3年度給与改定前の支給率等である。

　令和4年2月上旬に一般職の職員の給与に関す

る法律の改正案が国会に提出され，本市と同じ

支給率(4.30月)となる見込み。

6月

2.15 2.15 4.30 有

12月 級 等 に よ る 加 算 措 置

支給率
計

支給期別支給率
区  　　分 備　            　考

2.225
(2.225)

2.075
(2.225)

4.30
(4.45)

職制上の段階，職務の

有（有）

本 年 度

月分 月分

2.225 2.225 4.45 有



   カ　その他の手当

区　  　分

　子　10,000円 　子 10,000円
　その他の扶養親族 6,500円 　その他の扶養親族 6,500円
　　配偶者がない場合の子又はその他扶養親族のうち1人のみ 　※　一部の管理職員に対し支給制限有り。

　　　子　11,600円 　加算措置

　　　その他扶養親族　8,100円 　　京都市と同じ

　加算措置

　　16歳から22歳までの子1人につき 5,000円を加算

　交通機関等利用者 　交通機関等利用者

　　全額支給限度額 55,000円 　　全額支給限度額 55,000円

　交通用具使用者 　交通用具使用者

　　片道 5km未満　   　　 2,000円 　　片道 5km未満    　　  2,000円
　　片道 5km以上10km未満  4,200円 　　片道 5km以上10km未満  4,200円
　　片道10km以上15km未満  7,100円(12,100円) 　　片道10km以上15km未満  7,100円
　　片道15km以上20km未満 10,000円(15,000円) 　　片道15km以上20km未満 10,000円
　　片道20km以上25km未満 12,900円(17,900円) 　　片道20km以上25km未満 12,900円
　　片道25km以上30km未満 15,800円(20,800円) 　　片道25km以上30km未満 15,800円
　　片道30km以上35km未満 18,700円(23,700円) 　　片道30km以上35km未満 18,700円
　　片道35km以上40km未満 21,600円(26,600円) 　　片道35km以上40km未満 21,600円
　　片道40km以上45km未満 24,400円(29,400円) 　　片道40km以上45km未満 24,400円
　　片道45km以上50km未満 26,200円(31,200円) 　　片道45km以上50km未満 26,200円
　　片道50km以上55km未満 28,000円(33,000円) 　　片道50km以上55km未満 28,000円
　　片道55km以上60km未満 29,800円(34,800円) 　　片道55km以上60km未満 29,800円
　　片道60km以上         31,600円(36,600円) 　　片道60km以上         31,600円
　※1  （ ）内は，へき遠地勤務職員等に係る金額

　※2 　自転車を使用して通勤する職員にあっては，その使用距離が片道5km未満で

　　　 あれば1,000円を，片道5km以上10km未満であれば500円を加算する。

1 借家・借間居住者で月額12,000円を超える家賃を支払っているもの 1 借家・借間居住者で月額16,000円を超える家賃を支払っているもの

　　 　支給限度額 27,000円（市内居住者にあっては30,000円） 　　 　最高支給限度額 28,000円
2 平成28年4月1日以降に新たに京都市内の住宅を購入し，その所有名義人となっ 2 単身赴任手当受給者で配偶者等が居住する住宅を借り受け，月額

    たもの 　　 16,000円を超える家賃を支払っているもの

　支給額10,500円（ただし，一の住宅につき60月を限度に支給する。） 　　　 　最高支給限度額 14,000円
3 単身赴任手当受給者で配偶者等が居住する住居に係る費用を負担しているもの

　　 　1又は2の2分の1に相当する額
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本　　　市　　　の　　　制　　　度 国　　　　の　　　　制　　　　度

扶 養 手 当

通 勤 手 当

住 居 手 当


